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第５４期 （令和５年度） 熊本地方最低資金審議会
第２回 熊本県最低資金専門部会

公益代表・労働者代表協議

部会長

今回使側が提示された額が目安の間ということで、 今までにない厳しさかなという気

もしますが、 とは言え、先ほど使側も４表ではないと、 それから、 中賃の方で労働者の

生 計 費 と い う の を 最 賃 以 上 に 上 げ な く て は い け な い と い う こ と を 踏 ま え た う え で 、 消 費

者 物 価 指 数 と い う も の に 則 っ て 数 字 を 出 さ れ た と い う と こ ろ が 、 金 額 は と も か く と し て 、

評価はできるのかなと思っています。

その上で、 まず支払い能力を見る資料として、 猿渡さんによる基本的見解の中の説明

に も あ り ま し た が 、  ４表は適切じゃないとなった時に、 その支払い能力を何で測ればい

いかという間題になってきます。 労側としては、 出されたデータを見る限り実勢賃金み

たいなもので測ろうとされているのかなという気はしますが、 そのあたりはどうお考え
かお伺いしたいのが１点です。

それから今回、 中賃で示された目安が、 基本的にＡランクの４１円が、 消費者物価指数

４． ３を全国加重平均９６１円にかけて４１円という形で算出しているということでした。 た

だ、 Ｂ Ｃランクについては３９円、 ４０円が何で出てきたのかという辺りは中賃の議論から

は分からないところだったと思います。 そういう中で、 中賃の４１円かける消費者物価指

数を単純に熊本で考えた場合どうなるかやってみました。

例えば基本的見解の ２０ページに、 連合の方でも消費者物価指数を出されていて、 中賃

が持ち家の帰属家賃を除く総合というのを、 消費者４． ３に用いているみたいなので、 同

じ数値と考えると、２０２３年５月時点で３． ８という形になります。 これを単純に８５３円に

かけると、 ３２円プラスぐらいの額が出てきます。 今回の目安額は３９円で既にそれを超え

て る 額 で す か ら 、 皆 さ ん の ご 提 示 し た 額 は さ ら に そ れ を 上 回 る と い う こ と で 、 考 え よ う

によっては、 非正規の方の賃金アップを前提にされたということですが、 労働者全体や

平準すると若干高すぎる額と言えなくはない。 中賃の考え方や資料、 全体の労働者を均

したときにはですね。 この２点についてお伺いできればと思います。

猿渡委員

４表を支払い能力というのであれば、 私たちとしては、 私たちの賃上げ率、 有期短時

間契約等労働者の５３円というものでいいのかなと思いますし、 今回私が調べた中で３要

素のうち生計費と賃金というのはきっちりと数字で表せるが、 支払能力というのは絶対

額じゃ出ません。 相対的なものしか出ないと言っている人もいるぐらいなので、 それは

私たちも難しいなと思っていて、 支払い能力については専門家に出していただきたいな

という思いはありますが、４表を出すのであれば、私たちから言えば、この５３円が支払

い能力部分になるのではないか、 全国で８０万人分のデータが出ていますので。

話が戻ってしまいますが、 「支払い能力」 があるから日本はだめだといわれています

ので、 そこまで言うと議論にならないので言いませんが、 支払い能力というところは難

しいと思います。物価上昇率はＣランク９００円に乗せようということではなかったんで

すか、 物価上昇率４． ３がたまたま一緒になったとは言っていますけど。 何度も言います

が、 これは９月までの話で１０月以降は軽減策がどうなるか分からないので、 そこは一番
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見てほしいと思っていますけど、 １０月以降という話であれば、 その１ ％分というのは考

慮しないといけないのかなと思います。

部会長

プラス５３円だと何％になりますか。

猿渡委員

プラス５３円だと目安プラスの１４円で６． ２１％です。

部会長

春闘の賃上げ率よりもさらに高いですね。

猿渡委員

今回は、 一般労働者よりも有期短時間契約等労働者の方が高いという傾向が本部の方

でも出ていましたので、一般労働者の３． ８％というよりは有期短期間契約等労働者の方

を重視したい。

部会長

その根拠は。

猿渡委員

最低賃金に一番近い対象とすべき労働者というのは、

短時間契約等労働者ですので。

実際には一般労働者よりも有期

部会長

ただ、 消費者物価の上昇等は、正規であろうが非正規であろうが、 同じような率で上

がってくるので、 そこの負担感は関係ないと思うのですが。

猿渡委員

去年までだったら確かにそうですが、 今年は流れが変わって中小の方が高かったとい

う連合の賃上げ状況でもありますし、 今年はさらに、 一般労働者よりも有期短時間契約

等労働者の方が上がったという、 これまで上りが少なかった分今回上がったのかなとい

う、今年の流れとしましては。

西委員

最 初 に リ ビ ン グ ウ ェ イ ジ な ど で も 言 っ て い ま す 、 い わ ゆ る ２ ０ ０ 万 と い う ワ ー キ ン グ プ

ア と 言 わ れ る と こ ろ に は 、  明日にでも達成しないといけないという思いではありますが、

と は 言 い な が ら 金 額 的 に も 歴 史 上 い き な り と い う わ け に は い か な い の で 、  ３ 年 と か 考 え

ているわけですよね。 そ こ か ら 言 う と 、  そこに近い形に上げるための根拠を毎年考えて

い る と い う か 、  一定のものであればいいのですが、特に、私はＵＡゼンセンなので、い

わゆる短時間労働者を非常に多く抱えている職種で言いますと、 そこに賃上げの意思が

入っているというか、正社員は一定の水準に達しているので、 正社員よりもやはり最低
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賃 金 に か な り 近 い と こ ろ を 上 げ な い と 人 材 確 保 が で き な い と い う 思 い が そ こ に 入 っ て い

ると思っている。 で す の で 、 そ の 数 字 を 重 視 し て い る と い う こ と で す 。

部会長

そうすると、 あ く ま で も 議 論 の 前 提 と し て は リ ビ ン グ ウ ェ イ ジ に 近 づ け る と い う 話 が

あって、 消費者物価指数などは使った根拠に過ぎず、 その額にいかに近づけるかという
ことが一番重要だということですか

西委員

根底はそう思っていますけど。 これは、 我々だけで決める話ではないというところも、

審議会を非常に重視せざるを得ないというところがもう一つ根底にあります。ですので、

支払い能力の話に 一1天りますが 、 そこが数字で表せない以上、 一つの指標である、 年間

２, ０６０時間くらい働いても２００万円に届かない、 世界的にもワーキングプアと言われてい

ますので、本当はそこに達すれば終わりという話ではないけど、 まずは、 そ こ は ク リ ア

しないといけないというのが強く根底にある。 そのため、 目安も今年は、 政府も １, ０００

円にいかせたいというのは前段で言っていましたから、 ４０円前後、 ３９円とか言われるの

か な と か 想 定 は し て い ま し た が 、  それと、 今 後 の 物 価 も ま だ 上 が り そ う だ と い う の と 、

支払い能力などの話で言うと、 どうしてもいわゆる原材料費の上りの方が先に来ますが、

本来は、 あらゆる業種も含めて価格転嫁ができればいいのですけど、 どうしても価格転

嫁ができないという思い込みなのか、 歴史上なのか、 実態なのかもこれはわからない、

実際は小売りの商品は上がってきていますし、 一時は上げたけど、 また９月に上げると

いうことはやっているのですよね、 で、価格転嫁できないというのがなぜやれないとい

うのが、 分 か る よ う な 分 か ら な い よ う な と こ ろ が あ る の で 、  その辺も含めて総合的にと
いう話になるのかと思います。

部会長

今の話で一点、 実態という話が出ましたが、 結局、 今 回 ４ 表 が ２ パ ー セ ン ト 台 と い う

こ と で 、  春闘等の賃上げ率に比べるとパーセンテージが低く抑えられていますよね、 そ

の要因として、企業の支払い能力というのが抑えられて、何らかの形で価格転嫁ができ

ないのか、 原材料費の高騰なのか、 そこは分からないのですけど、 抑えられている要因

としては、 特に中小の何らかの形での、上げられないというかパーセンテージが上がら

ないような状況があったのではないかということも推察はされておりますので、 そこは

一つ、 具体的に出てこないので確かに厳しいところではありますが、 支払い能力の要素
としては、 勘案すべき数値ではあるのかなと考えております。

山本委員

まず、 消費者物価指数を取らせていただいたのは、 リビングウェイジで研究をして、

調査をしてこれぐらいは必要だと、 イ メ ー ジ し て い る の は 、  坂本委員がおっしゃること

に全く同感であって、 そ こ で 雇 っ て い る 人 た ち を ど の く ら い の 水 準 で 生 活 を し て も ら う

のかという話をさせてもらっている。

今回は消費者物価指数の、 基礎的支出という項目を用いさせていただきました。 基礎

的支出という項日は一番操作もできず、 買い控えもできなく、 これがどれくらい上がっ

て き た の か と い う こ と が ス ト レ ー ト に 低 賃 金 の 人 に は 響 い て く る だ ろ う と 思 っ て い ま す

３
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から、 そこを今回は資料として用いらせていただいた。 その前の年から去年にかけて、

消費者物価指数の基礎的支出項目というのは、 去年は４‘７％上がっていました。 最賃で

あげていただいたのが ３． ９ ％でしたから、 前の年から去年にかけての物価上昇分は最賃

は上がっていない、 というのが去年の結果でした。 今年も目安額では４． ６％くらい上が

るような格好ですが、 去年から今年の消費者物価指数が４． ｌ％程度上がってきています

ので、 この２年間かけて何とか消費者物価指数分は、 目安まで含めればおおむねカバー

はできてくるのかなと数字上は考えました。 ただ、 これは物価が上がった分がカバーで

きただけの話であって、 生活を向上させるという水準には全く至っていないと考えまし

たので、今回はその物価指数、短時間パート、結果として５３円が出ましたので、今回は

額で示させてもらいました。 それと支払い能力というところは、 なかなか出せないです

よね、 個社別には出るでしょうし、 賃金体系を見れば全部出るのでしょうけど、 最賃を

語る上での支払い能力というところは、確かに出しにくいとは思います。 猿渡委員も日

頃いろいろ勉強してデータを出していますが、 使側は厳しいとか、 ア ン ケ ー ト で は と か 、

そのような話ばかりで論議にならないと、 支払い能力は確かに難しい論点にはなってく

ると思いますが、猿渡委員が言うように春闘結果によれば、結果として５３円を上げたと

いう結果は、 支払い能力としてあるだろうと思っています。

つ い で に 申 し 上 げ れ ば 、 い つ も 「 こ の １ 円 を 上 げ れ ば も う 会 社 は 倒 産 し ま す 」 と お っ

しゃりますが倒産の理由が分からないですよね。 今回倒産がすこし増えていますが、 こ

れは支払い能力や最賃の関係なのか、 人手不足なのか、 社長が高齢のせいなのか何か、

分析結果があって、 確かに最賃をこれだけあげれば会社経営が立ち行きませんとか、 あ

る会社が１０人雇っていて最賃で５０円上げると１日４００円上げる、それを１０人いるから

１日４, ０００円、それの２０日で８万円も上がると倒産しますということを主張されている

わけですから、 そういう会社が予測でどれぐらいあって、 結果としてどれぐらいあった

か と い う こ と を 聞 か せ て も ら え れ ば 、  そこの根拠が分かれば、僕らももっと論議して対

応したいと思います。アンケートは私たちも取ろうと思いました。八百数十円の水準で

生活できますかというアンケートを取れば、 ９０～９５％くらいの人たちは生活できないと

答えます。 アンケートは絶対数ではないその人の感覚で結果が出ます。 ア ン ケ ー ト の 内

容はそのとおり、 社長が今どう感じてらっしやるのかもそのとおりと思いますから、そ

こは全く否定しませんが、 それをすべの根拠にされるのならば、 それは鵜呑みにはでき
ないかなと思います。

部会長

あ り が と う ご ざ い ま し た 。

確 か に 、 お っ し ゃ る と お り 去 年 ま で は ｌ 円 で も 上 げ れ な い 、 払 え な い と か 、 そ う い う

話がメインだったと思いますが、少なくとも、今年の金額提示におきましては、そこで

はなく、 あくまでも消費者物価指数ということで、議論を立てていらっしゃいますので、

そういう意味では昨年までのスタンスと今年のご主張というのは変わってきているのか

なと考えております。 そして、 消費者物価指数に基づいてもこの程度だから、 こ の ぐ ら

いじゃないのかという使側の主張だったと思います。

あと、 公益のお二人の先生からご質問をいただいて、 お答えをいただいたうえで、 も
う一度全体に戻って、 お話をしたいと思います。

本田委員

４
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定性的な議論ではなく、 パーセントを踏まえた数字が出ているので、 それで話を寄せ

ていこうと思えば、先ほど猿渡委員が触れられたように、軽減策の補助の１ ％分を割り

戻して４． ５％とかにならないのか、 みたいな議論が労側としてする余地があるのかとか、

４． ５％だと目安に近づきますから、 あとその５３円は組合が組織されているところの数字

なので、 そ・の地域において正常事業を行っているところの通常の支払い能力としては、

いわゆる高い水準かなとは思いますａ 一方で４表だと割合が低いので、 ４表に寄せるの

もなとは私も思いますので、 そこは、 有期短時間契約等労働者のところをきちんと見ま

し ょ う と い う の は 分 か り ま す が 、 組 合 が き ち ん と あ る と こ ろ が  「通常のｊ と言っていい

のか、 それよりも、 中小と一括りしても、 小規模とか零細とかが熊本の経済状況だと多

数 を 占 め て い る な ら ば 、 こ れ に 寄 せ る の は 簡 単 で は な い の か な 、 と い う と こ ろ を 私 と し

ては問題意識として持っているので、先ほど言ったようにこの３． ５％に１ ％を戻してと

かいう議論ができたらなと思っています。 質間じゃなくて申し訳ないですけど。

諏佐委員

お話ありがとうございます。前回の基本的見解もいろいろなデータが入つていて、大

変興味深く拝見しました。 ありがとうございました。

今回ご提示のプラス５３円というところですけれども。 先ほどの本田委員のご発言と少

し重なりますが、 これがあくまでも組合が組織されているところ、基本的にはこれが全

国ベースの数字だという話でしたので、 熊本の場合というものをお出しいただくことが

可能なのかというところが気になったところです。

猿渡委員

私どもの５３円にっきましては全国８０万人分のデータでございます。これは熊本のデ

ータはございませんので、熊本のは出せません。

な ぜ こ れ を 持 つ て き た か と い う と 、  熊本県は低いと私たちも思ったのですが、 ４表の

③を中賃でも使われていますけど、 これではＣランクの方が高いという結果が出てまし

たので、 これを持ってきてもいいのではということで、 今回はこの５３円を使わせていた

だいたということです。

部会長

ありがとうございます。

それでは、 今日はそろそろ時間がおしてきてまいりますので、 公労協議はここまでと

させていただいて、 今日２回目の金額提示は可能でしょうか。

山本委員

私たちは準備できます。

部会長

使側が難しかったら、 労側だけ出すわけにもいかないですよね。

山本委員

私たちが数字は影響率が２７～２８％あります。 これはちょっと高いとは思いますので、

影響率が低いところまで降りることは可能なのかなと思っています。

５
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部会長

その影響率、 日安としてはどうですか。 例えば去年は１８． ２とかで熊本はＤランクの中

でも影響率は低かったですよね。 その辺りも含めて、 どんな感じの考えですか。

山本委員

５３円は影響率が、 ここは１０円単位の価格帯の幅ではっきりした数字がないので計算を

すると２６． ２％程度になります。それで目安プラス８円ぐらいの９００円レベルですとちょ

うどｌ８％で、 そこから目安まで１６． ９ですからあまり影響率は変わらない。 影響を与える

対象者は変わらない。 したがって２回目提示は、 影響率ｌ８％の９００円で用意はしてきま
した。

部会長

それでは使側をお呼びください。

６
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第５４期 （令和５年度） 無本地方最低賃金審議会

第２回 熊本県最低置金専門部会

公益代表・使用者代表協識

部会長

３９円は高すぎですか。

坂本委員

３９ 円も、 実際意見の一致ではない訳ですよね。． 労側には賃金や生計費な

どのデータがあって、企業の皆さんが我々団体の後ろにいるわけで、我々は

漠然とした支払い能力の話しかできなくて、 そこに意見の一致をみる要協

点があり得るかというと、目安だけですよね。結果的にいつも目安の周辺で

プラス、マイナスいくらという話ですよ。ただ熊本らしいとか、熊本の実態

を反映したということからすると、 熊本市の物価上昇率でいいのではとい

う気がします。

原委員

本当は、岩永さんもおっしゃったように賃金改定状況でスタートしよう

と、ただ、それだと１８円だったり２３円だったりするので、このような目安

が出た後で現実的ではないだろうということで、かなり譲って、おもいきっ

ての３０円です。使側のスタートとしてはかなり高い額だと思いませんか。

部会長

正直申し上げて、確かに日安自体が高いというのと、それから、 Ｃランク

３９ 円の根拠が、 中賃のほうで地域間格差以外に何も示されてないのはどう

なのかなと思いました。今回、事業の支払い能力ではなく、あくまでも消費

者物価指数に基づいて金額を提示いただいたので、 そういう意味では中賃

の最低賃金は消費者物価の上昇を下回る上昇率では駄目なんだというあた

りは、 きちんと踏まえていただいた上での３． ５％だったと思っております。

そのうえで、支払い能力という部分ですが、皆さんは第４表をいっもご主張

されますが、今回はこれでは低過ぎるということもあって、主張の範囲外に

されたと思いますが、労側は、基本的見解を見ると支払い能力というものに

ついて、求入がいくらで出ているかという実勢賃金ですね、この辺りを非常

に支払い能力として見て、主張されているなという印象があります。この辺

りから見ると確かに実勢賃金つていうのは、 労側も基本的見解の方で一覧
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が出ておりましたが、 中小を含めてかなりそれなりの額が出ているという

ことが一点と、私の理解では、相対的に３名の中では原委員の所が小規模で

大変なところが１番多い所ですよね。そこで、原委員が詳細に取ってくださ

ったデータを見ていましたところ、 ７ページや１４ページを拝見すると、確

かに引き上げなくてはいけないところがありますが、非常に規模が小さい

所でも、 例えば７ページ、 「最低賃金を下回る従業員はいなかったので引き

上げをしなかった」という所が既に６割を超えているわけです。それから１４

ページで「仮に８９０円まで引き上げられたらどうか」それも６割の方が「下

回る従業員はいないので引き上げはしない」と回答されているわけです。で

も、 こ の デ ー タ を ど う い う ふ う に 使 い ど う い う ふ う に 見 る か と い う 問 題 も

もちろんありますが、 例えば支払い能力という観点を実勢賃金で考えるの

であれば、中小であってもすでに最低賃金を上回る、 しかもある程度引き上

げても影響しない程度の実勢賃金にあるということになってまいりますの

で、この支払い能力、実勢賃金という関係についてどのようにお考えになる

か、 使側にお伺いさせていただければと思います。

原委員

グラフの見方で大分違うと思います。やはり私たちとしては、最低賃金を

かなり上回って支払ってる事業者の割合は確かに違いないですが、 １４ペー

ジで言えば、８９０円になれば約３割、２９％が最低賃金を下回るので引き上げ

る必要がある。やはり中小・小規模事業者の厳しいところを見てほしい、毎

回言つてますが、 そういう事業所ほど地域にはなくてはならない事業者で

すので、 そこを見ていただきたいということ。

せっかくこの資料をご紹介いただきましたので、 ５ページに戻ってもら

う と 、  「今年賃上げの予定はない」というのは半分が答えてますし、６ペー

ジでは賃上げ予定と答えたところも、 積極的に５ ％以上とか４ ％以上とか

ありますが、おそらくこの円グラフの重心は３ ％から３ ． ５ ％ ぐ ら い の と こ

ろが、実際今年引き上げた、引き上げる予定という事業所なので、それがア

ンケート調査の対象の支払い能力に当たるのかなと思います。

部会長

「予定がない」をどう見るか。 これ５割ですよね、賃上げの余力がないと

いう所と、既に超えているので上げる必要がないという所は、数値的にもか

ぶってくるところがありますので、そこをどう評価するかというのが若干

難しいところかなという気もいたしますが。
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坂本委員、岩永委員、 この支払い能力と実勢賃金についていかがでしょう

か。

坂本委員

仕方なしに上げざるを得ないという、 防衛的賃上げと言っていますけど、

事業場視察でも、９００円で出したくないけど、９００円で載せないとネット上

の求人検索にかからない、ぎりぎりのところで賃金払って、結果的にどうな

ったか、店舗を閉めますという話ですよ。倒産したところはないじゃないで

すかといっも言われるけど、実は相当閉めてるところはあって、このコロナ

に混じってゼロゼロ融資とか借りまくって生きながらえているわけですね。

それが、返済が今度始まるというタイミングで、もう限界ですと言っている

ところが山ほどあるのも間違いない。ただ、そういう限界のところには焦点

を当てるなという中賃の言い方だったので、 そうなると手の打ちようがな

いというか、今まで支払い能力に関して日商が出しているデータも、賃金に

関する数字があって、 生計費に関する数字があり ますが、 支払い能力の根拠

データとして、 国内企業物価指数の上昇などしか日商としても言えないん

ですよね。それぞれがバラバラになっていて、支払い能力はこのく らいのと

ころが何％あります、とかそういう話ではなくて、だから我々はいつも低姿

勢的な表現で厳しいですとか、そういう言い方しかしていなかったので、中

賃の議論でもほとんど無視されるという感じになって、 消費者物価指数は

超えなきゃいけないって言われれば、 それがこの最低賃金制度の本質だと

言われれば、 それに従うしかないという気がしてます。

ただ、この３要素で成り立つてますという話で、支払い能力が耐えられな

い時は下げましょうとか、そういう議論をしてもいいはずなのに、中賃での

議論は、その低い所に焦点を当ててたら賃金が上がらないじゃないか、 とい

う発言が出たそうです。 上げることを前提に議論されているということか

らすると抵抗しようがない。基本的にあげる限界としては、言われるとおり

消費者物価指数までは我々は呑みましょうということです。

部会長 

苦しいところに焦点はあてるなという議論は確かにそのとおりなんです

が、やはり平準化しろというのは、苦しいところも、いいところも含めて全

体にかかるものですので、そうなると、やはり全体を見ろという話にならざ

るを得ない。

坂本委員
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これは上げなければ法律違反になるわけで、 赤字の企業であろうと何で

あ ろ う と 、 そ う い う と こ ろ ま で 強 制 力 を 持 っ て あ げ さ せ る と い う 法 律 な の

で、 当然 「上げれないけれど上げなきゃいけない」 という企業がいっばい出

てくるということを前提に決めるんですよ、中賃の日安は。そうなると、や

はりどれだけ支援するかという話になってくるので、 私はその支援の方に

期待をしていて、 支援策を活かすためには期間が必要だと最近は考えてい

ます。 ・

部会長

苦しいというのは非常によく分かりますが、 全体の経済状況のデータを

見ると、熊本県の昨年度と今年のを比べると、 日銀、財務局のデータ、企業

経営の方も中小を含めて、 いずれも上向きになってきているというのはご

存知だと思いますし、 それから官製賃金というご批判が使側から出るのも

致し方ないと思います。 しかし、例えば春闘などの労使交渉でも一定程度賃

上げが実施されていることを思うと、実態と賃上げの流れは、無理やり行政

が介入しているという側面だけでは論じ尽くせない部分もあるのではない

かと思います。 それから先ほど坂本委員会から防衛的なというお言葉もあ

りました。中賃の方でも確か議論が出ており、私の言葉ではありませんが、

この防衛的な賃上げという言葉については、 事業を実施するためには労働

力が必要不可欠だと、その労働力を確保するために賃上げをすることは、む

しろ労働者自身というよりは企業の存続のために当然しなくてはいけない

ことであるし、労働者を雇って事業をする以上は、企業には社会的な責任が

伴うと、こういう観点からすると、後ろ向きに防衛的な賃上げというのはい

かがなものかという意見がありまして、その後、使側もこの見解を引っ込め

ている感じがあります。

こ れ ら を 踏 ま え ま し て 、  目安より低い３ ０ 円 と い う の が ど う な の か な と

いうところですが、私の方からは以上で、本田委員と諏佐委員の方から引き

続きお話をしていただければと思います。

本田委員

例えば、熊本市の直近の物価指数３． ５％にして、最後まで乖離したままで、

最後は公益で出して決まるんでしょというよりは、 どうにかして議論をし

て数字を出していこうという姿勢を見せていただいてありがたいのですが、

この３． ５％は、光熱費の負担軽減などの影響を受けての３． ５％なので、軽減

が９月までと現時点でなってることを考えたら、 最賃の発効が秋以降であ

る こ と を 考 え る と 、 １  ％程度戻して４． ５％ぐらいの数字で議論できないのだ

４
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ろうかというところを１つ考えたりはしました。ただ、その政策が継続され

る か ど う か も わ か り ま せ ん の で 、  １ ％足す根拠はどこですかと言われると

特にありませんが、今の時点では９月までとなっているので、４． ５％で計算

すると多分３８．何円や、３９円の日安に近づいてくるだろう。もし数字をあげ

るとすればですね。それから、地域別の最賃も組織がなされてなくて、交渉

力のない労働者の賃金を国が積極的に介入してあげていく仕組みであるな

ら、 有期や契約短期の労働者について、 春聞の結果を踏まえた労側の意見に

寄せて数字を考えるのもそれなりに説得力があるのかなと思う 。 ３つ目が、

実際に「８５３円では人は来ないから、やむなくそれを上回る数字で募集をか

けるんです。」というのを今回、事業場の視察でも話を聞いたり、実態とし

てもあると思いますが、 最賃がどうあれ高い賃金を払わないと人が来なく

て困っています。私が知つている会社でも、募集しても来ないから派遣会社

に依頼して、結局は直接賃金を払うよりも高いコストを払って調達するよ

うな状況にあるというのは聞くところです。 その問題に対する解決策とい

うのは、 直ちには労働人口が増えるわけではないので、他県に行かず熊本に

残ってもらうとか、熊本に行こうと思ってもらうというところがある。まあ、

それは他県の犠牲の他ならないので、 自分さえよければいいのかって言わ

れると困りますが。そうやって働く人が増えると、結果として最低賃金はど

うあれ、賃金をすごく高くしないと人が来ない苦しみというのが結果、解消

する部分もあったりするのでは。 短期的には結果は出ないのでしょうけれ

ども、 九州の中では福岡に次いでみたいなところを明確に示していけるな

ら、結果として高卒の県内就職者数の割合が増えたりとか、そうすると労働

者が増えて、結果として人手不足に対応するために高い賃金にあえぐ、 とい

ったことが緩和される部分もあるのではないか、それを、今苦しい中でやれ

と 言 わ れ て も と い う こ と な の で し ょ う け れ ど も 、  これからのことを考えた

ら、全国最低の熊本と評価されるよりは、少し出ていたほうがいい。その出

てた数字を実現するためには、１０月１日にこだわって先行しないのが大事

で し ょ う と い う 話 に な る の か な 、  そんな３つのことを考えていたところで

す。

原委員

そこは、本田委員がおっしやたように、地域間格差というか、熊本の立ち

位置をどう考えるかで、 Ｔ Ｓ ＭＣも来ていて、なのに全国最下位かと言われ

るのも経済界としても辛いのですが。 じゃあ、協議の順番なのですが、去年

を見たら、１０月１日発効は九州は熊本だけです。ここ７、８年熊本は 1０月

１日が続いていますが、必ず他県は熊本を参考に追いついたり、大分は追い
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越したりとか、イタチごっこみたいなことをやっているので、たまには他県

の状況を見極めた上で、発効日も絡んできますが、熊本をどうするかという

議論もあっていいかなと思います。

部会長

そしたら例えば他県が、 日安どおり出したら、３０円をプラス９円大幅に

引き上げることになりますけど、 それに納得感ありますか。

原委員

納得感はありませんが、さすがに単独最下位になるようであれば、この熊

本の位置付けとしてどうかと思います。 他県はそれを今までやってきてい

ますので、単独最下位にならないように追いつけ追い越そうと、熊本がせっ

かく先行しても、 基準値になってしまっているので。

協議は今週のあと木曜と金曜で、そこまでやっていくと、月曜日の本審に

なってしまうと、この前お尋ねしたように、１０月１日発効が動かせないと

毎年の繰り返しになるのかなと、 そこは公益委員もお考えだとは思います

が。

本田委員

３９円足して８９２円になっても、事業場視察でも聞いたとおり８９５円とか

区切りがいいところの金額になってしまうなら、 それを考えるとよそを見

て と い う の も あ り か な と 。

原委員

毎年、いろいろ議論しても目安どうりとか、目安が精１杯と今でも思って

いますが、必ず上積みが２円、 ３円とかもありますし。

今年は中賃もかなり中, J、・小規模事業者のことを考えてくれていて、価格

転嫁とか、 業務改善助成金とかの周知が必要だということを出せばいいと

思います。 小規模事業者は助成金を知らないとか使えていない小規模事業

者に周知するためには、 今までの発効日からプラス１週間とか１０ 日とか、

少しでも長い周知期間を確保してほしいというのは、 １つの我々の思いで

す。

部会長

例えば、 データを持つてくると、去年は１８． ２％だったんですよ影響が、

それも Ｄランクの中では低い方でしたよね。 だからもっとあげられたので
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はという．議論がありましたよね。そこで、今年１８,  ０を見るとちょうど９００

円ですよ。そして、ここがちょうど格差で、次が２５． ３で先ほど言ったよう

に事業者が区切りのいいところで賃金を支払うなら８９２円だったら８９５円

とか、結局８９５円か９００円かということになるので。

坂本委員

熊本市内の実態は９００円じゃないと誰も求人検索をしてくれないという

話でしたが、この前データを示したとおり田舎は全然違うわけですよ、もと

もと所得のベースが 1． ４倍くらいの開きがあったので、 そこからすると本

当に違うわけです。

部会長

熊本県の生活にかかる費用のデータを見ると福岡より高いんですね。

坂本委員

東 京 と 同 じ 生 活 を し よ う と し た ら 、  熊本の方が費用が掛かるかもしれま

せん。だから、 田舍に行けば行くほど、 こんな生活しているのと思うかもし

れない。

諏佐委員

基本的見解を伺いまして一つお聞きしたいのが、原委員からデータを、 売

上高についてはお示しいただいていますが、 経常利益のデータはお示しい

ただいていません。 ７月の本審時の資料で日銀から提供されている日銀短

観の経常利益を見ますと、 売上高経常利益率は２０２３年の下期計画では、 熊

本の全産業は全国よりも高いですよね、先ほど岩永委員から、 一のデー

タで１５． ７が７． ４に減ったということですが、７． ４でも全国が５． ９０で、見通

しでも熊本の場合６． ２ ８ と い う こ と は 、  経常利益の全国との割合は見通しだ

けでも高いということですよね。 厳しいとおっしゃられることはわかりま

すが、利益率は全国よりも高いという見通しが立てられているところを、ど

のように説明していただけるのか。 皆さんのほうで経常利益の実態につい

てデータか何かお示しいただけるのか、 というところが一つ気になってい

るところです。それと、前回坂本委員から、熊本県内の地域間格差のお話を

いただきました。実態として県内でもいわゆる北部と南部で南北差、格差が

あるというのも、そのとおりだろうとは思います。それは私も認めますが、

一方でこの最低賃金法の建前で言うと、 全国一律じゃなく各地域に分けて

決 定 す る と い う 建 付 で い く こ と に し て 、  結局そこで格差を見ているのだか
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ら、そこから更にと格差の話をしていくと切りがない、ということも理解で

きるのではないかと思います。 なので、 現在、地域別にしている事が良いか

悪いかというのは置いておきまして、 建前でいけば地域ごとに格差を見て

いるので、さらにその地域内の格差まで見ていくというところまでは、残念

ながら考えていない、という法の建付けになってしまうのでは、というのが

私の理解です。実態の話は確かによく分かります、自分の実感としても分か

りますが、そこはなかなか ｉＥｔ,みづらいのかなという気がいたします。ただ、

その上であくまでも労側が出してきた基本的見解の中にありました、 天草

のパートの募集の賃金というデータ、 あれも私の方で平均値と中央値をと

ったところ、天草のパートの一番最低限の実勢賃金募集は平均で９７０円、中

央値で９００円なんです。天草は一つ頭を抜けて高いところがありますので、

平均が高くなってしまいますが、中央値でも９００円です。というところを見

ますと、結果的に、天草を見るのか人吉を見るのかでまた違ってくると思い

ますが、 その建付けを無視して実態は必要なので、 実態を見ても結局実勢が

そ う な っ て い る と い う と こ ろ は 、  冒頭で部会長がおっしゃった労側の言っ

ている実勢賃金のことも一つはあるのでは、 ということも考慮せざるを得

ないというところです。なので、最初に申し上げた一つとして気になるのは、

経常利益に関して、私としては営業利益の方が気になりますが、営業利益で

あれ経常利益であれ、 デ ー タ と い う も の を お 示 し い た だ く こ と が で き れ ば

と い う と こ ろ で す 。 以 上 で す 。

部会長

ありがとうございます。今の件にっきまして、原委員お願いします。

原委員

お示しした調査ですが、確かに、この調査は売上高の方が事業所さんに聞

いて早く答えも帰ってきますし、 利益まで聞くと分析など時間もかかりま

すし、ご負担もかかりますので売上高に注目して調査してまいりました。た

だ前回調査の２ページ目に、売上利益の影響を合わせて聞いた中では、確か

に価格転嫁等で売上高は増えてるが、 利益は横ばいかマイナスになってい

る、というのはちょうど５割いらっしゃるので、それが実態ではないかと、

価格転嫁で表面上の売り上げは伸びているけど、 利益は伸びてないという

私どもの調査では一つのデータだと思います。

諏佐委員

ありがとうございます。

８
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２ページのところは私も注目していました。ただ見出しが、原油高、等と

はっいていますが、 専ら原油高を加味した場合の話なのか、 一般的な話と し

てどうなのかというので購躇していました。それと、先ほど言い忘れていた

ことですが、次の３ページのところで、価格転嫁ができていないと、できて

いたとしても不十分なんだというところ、 この話は非常に重たいと思いま

す。 これは中小企業庁、 あるいは公正取引委員会、 あるいは帝国データバン

クとかが示しているいろいろな調査結果見ましても、 転嫁できていても実

質的に約４割ぐらいしか転嫁できていないんだという事実があるのは、 そ

れは確かに重たい．と思います。私の専門が独占禁止法、下請法という法律で

すので、その価格転嫁ができない、下請け側が圧力を受けて転嫁できないと

いうことが、下請法上の買いたたき、あるいは代金減額、あるいは優越的地

位の乱用という違反行為に該当するのであれば、 そちらに持っていく努力

も一方ではしていただきたい。 それは簡単ではないということはもちろん

わかりますが、 理屈上はそちらの努力も是非していただきたいなというこ

とです。先ほど言い忘れていました。

原委員

ありがとうございます。

商工会の小規模事業者の実態と しては、 確かに元請下請の関係での価格

転嫁しづらいところもありますが、理由を聞くと、地域は地域で競争相手が

いて、なかなか自分だけ値上げしたら、 これまでのお客さんが逃げるのでは

ないかとか、 飲食店とかはずっと常連さんが来てもらってるので上げにく

いとか、 そのような地域ならではの事情もあるのかなと思います。

坂本委員

地域間格差の話ですが、我々は熊本市内に住んでいて、熊本市内の感覚で

ついつい話してしまうので、 田舍があるということも思い出しながら議論

しましょうという趣旨です。 地域間格差に配慮する必要があるなと思って

います。我々のｌ, ０００円と田舍の１, ０００円が若干思いが違うということが

あります。 ・

それと取引価格の話になってしまいますが、 最低賃金の話で中小企業の

支払い能力がないという話。それが行き着くところ、労働分配率の５割対７

割８割という話になってしまっていて、 支払う原資さえあれば払うんだけ

ど、原資を作るためには適正価格取引だ、だけど、そこは市場なのでそうは

うまくいかない、 というのを国が強制的に介入して支援してくれる話が出

ているんですが、 なかなか難しいと思います。 なので、 本当は国が支援政策
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や適正価格取引だとかに金を使わなくていいような、自由市場に任せて、こ

の最低賃金についてこられなければおかしい、というくらいの最低賃金に

してしまえばという考え方もあります。 今はっいてこられないところには

支援するという仕組みになっているので、 支援する幅が非常に大きくなっ

ているわけです、二極化していて。そしてそういう企業に対して支援策をい

ろいろ打ち出しても有効に活用されないという実態がありますので、 その

準備期間をちゃんと設けて周知するべきというのが、 日商が申し上げてい

る こ と で す 。

原委員

令和４年に発効した、現在設定されている８５３円と、ちょうど１０年前の

平成２４年は６５３円でしたが、わずかこの１０年間で２００円最低賃金が上が

っていますが、この間を振り返ると、ここ１、 ２年は物価高とか言っていま

すが、デフレが続いてる中でも、コロナの中でも上がってきたりして、この

1０年間で２００円、年平均３０％上がっているんですね。年平均でも３０％前後

上がってきているというのは、かなり最低賃金は改善されてきたし、それに

協力してきたと思っています。

部会長

それは、分かりますが、今のグローバルな時代に日本の賃金は低すぎて太

刀打ちできない現状ですよね、外国人労働者にしても、もう日本には来ない

と言い、私たちも海外には行けないですよね。そういう状況を見据えなくて

はいけないというのが一つ、それと、先ほど坂本委員があげられれば上げる

んだ、労働分配率を上げて、 ７割でも８割でも変換しているんだけど、 自由

市場に任せてればそうするのにとおっしゃったけれど、 日本の企業の場合

は内部留保があったりして、結局それがうまく回っていなかったから、強制

的にこういう形で行政が介入しなければ、 賃金の低廉な労働者というのが

現実に生まれてしまったということが、 制度ができてきた背景としてある

わけですよ。あの性善説にのって坂本委員がおっしゃるように、余裕があれ

ばできるだけ労働者に還元しようという使用者ばかりであれば、 そもそも

こんな制度は不必要なはずですよ。

坂本委員

決してそこまでは言っていなくて、約６０年前にそういう趣旨で作られた

かもしれないけど、大企業は労働分配率５割、中小企業は７割８割出してい

ますが、なぜ大企業が５割で済んでいたかというと、最低賃金があり、最低

1０
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賃金近傍で賃金を払っている中小事業者があって、 その周辺で安く単価を

抑えさせるために、 自分のところの給料をあげないで来たわけですよ、労働

分配率５割くらいで、そしてＴ Ｓ Ｍ Ｃが出てきて、それに対抗していきなり

３万円あげられるんですよ。 大企業はそれぐらいお金を潤沢で持っていて、

労働市場に開放されていれば、 労働力の話や、 賃金が上がっていた話が、 最

低賃金のおかげで中小企業は助かった話ですが、 最低賃金のせいで大企業

はどれだけでも内部留保してきたという、 最低賃金制度の本質的な検証を

すべきだなと思つているんですけど、 この場の議論とは関係ないのであま

り言いませんが。

部会長

でも、そこも含めて議論はしていかなくちゃいけないので、まあ難しいと

ころですね。

そしたらですね、 今度は公労で話をしてみたいと思います。

１1
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第５４期 （令和５年度） 熊本地方最低資金審購会

第２回 熊本県最低資金專門部会

日 時 令 和 ５ 年 ８ 月 １ 日 （ 火 ）  ｌ４時３０分～１６時３０分

場 所 熊本地方合同庁舎Ａ棟１０階 大会議室

出席者 

４ 議 題

（公益代表委員） 倉田委員、諏佐委員、

（労働者代表委員） 猿渡委員、西 委員、

（使用者代表委員） 岩永委員、坂本委員、

【事務局】 東労働基準部長、 柴田賃金室長、

（ １ ）金額審議

（ ２ ） 今後の審議日程

本田委員

山本委員

原 委員

中野専門監官、 堀田専門監督官

５ 議事内容 ,

室長

ただ今から、 令和５年度第２回熊本県最低賃金専門部会を開催いたします。

お忙しい中、御出席いただきましてありがとうございます。

それでは以後の議事について、 倉田部会長に進行をお願いいたします。

部会長よろしくお願いします。

部会長

よろしくお願いします。

まず、 今回は目安が示されない中で皆様に基本的な見解をお示しいただいております。

共通事項として今後の資料になりますので、簡単に確認をさせていただきます。使側

といたしましては、 人手不足等もあり賃上げが必要なことは十分認識している、 ただし、

企業コストの上昇や倒産件数の增加もある中で、 特に中小企業の支払い能力や、 県下の

地域間格差にも配慮の上、 第４表や影響率等も勘案しながら、 納得感のある審議を行い

たい。 というのが、 基本的見解の総括というこ・とでよろしいでしょうか。

使側委員 はい。

部会長

労側といたしましては、 最低賃金近傍で働く労働者の生活保障や地域間格差の是正の

実現を目指して、 賃金相場の実情や求人の状況、 消費者物価の高騰などを勘案しつつ、

法の国的にかなった水準となることを目指した議論を行いたい。 という理解でよろしい

で し ょ う か 。

労 側 委 員 は い 。

部会長

あ り が と う ご ざ い ま す 。
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双方の基本的見解を拝見いたしまして、今後、 具体的な審議に入りますが、いずれの

基本的見解についても、 法律に定めている考慮要素に基づく主張であると受け止めてい

ますが、先ほどマスコミ対応で申し上げましたように、それぞれの要素は何に基づいて

考慮するのか、 ということについては労使間で意見の相違というか、 開 き が あ る よ う に

理解しています。この後、 ３要素に基づく具体的な議論にあたりましては、今申し上げ

たようなことも踏まえ、要素にかかる考え方の相違についても相互理解を深めるような

形で議論が進められればと思っておりますので、 よろしくお願いいたします。

それでは、 事務局から定足数の報告をお願いします。

室長

本日の委員の出席は、 公益代表委員３名、 労働者代表委員３名、 使用者代表委員３名

で委員総数９名中９名の委員に御出席いただいていますので、 最低賃金審議会令第６条

第６項の定足数を満たしており、 本審議が有効に成立していることを御報告申し上げま

す。

部会長

ありがとうございます。それでは金額審議に入りたいと思います。

先ほど来申し上げておりますように、 Ｃランクの熊本は３９円という目安です。前回、

基本的見解を示していただきまして、 簡単に私の方で総括をしましたが、 金額提示の前

に基本的見解にっきまして、 労使双方から質問とかありますか。 それとも金額提示の後

でよろしいですか。

はい、 それでは西委員の方からご質問をお願いします。

西委員

使用者代表側３者の基本的見解を出していただいた中で、 坂本委員の見解の中で確認
と い う か 、  教えていただきたいところがあります。

前提の中の２ ．で 「最低賃金制度を賃上げ実現の政策手段として用いることは適切では

な い こ と 。 」 と い う 記 述 が ご ざ い ま す が 、 こ れ に つ い て 、 も う 少 し ど う い っ た 意 味 な の

か教えていただけると幸いです。

坂本委員

これは日商も、私もこの場で言い続けていますが、 最低賃金を決めることと、 賃金全

体を上げていかなければならないという話が別にあり、 賃金を上げたいというのは国民

の１人として当然思いますが、賃金を上げるための方法論が最低賃金を上げるというこ

とにかなり期待しすぎではないか、 最低賃金を上げれば全体の賃金が上がると思ってい

るような気がしてならないのです。 例えｔ：ａ一がやってきました、 ｌ, ３００円です、
その後Ｔ Ｓ ＭＣです、２８０, ０００円です、 というのに反応して上がるわけですよね。 全体

の賃金を上げる政策というのは、 最低賃金でその生活に貢献するような所得、 その水準

の賃金を上げていくということだけで、全体の賃金が上がるのかと言われると、 １0 年問

ぐらいあんまり上がってきませんでした。 本来の 「賃金を上げる政策」 というのは別に

あ り 、 そ れ ら を 積 極 的 に し て 賃 金 が 上 げ ら れ る よ う な 、 全 体 の 循 環 が で き る よ う な 施 策

を し っ か り 行 っ て い く べ き だ と い う こ と で す 。  この最低賃金のみというか、 最低賃金を

賃金上昇実現の手段として、 報 道 で も そ う い う 取 り 扱 い を す る 11;,,、最低賃金を賃金上昇

２
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の話のようにしていますが、最低賃金というのは最低賃金法に定めてあるとおり、 労働

者の生活をまずしっかり守らなければならないという話なのです。 本当は最低賃金で働

く人や、 働かなければならない人の数を減らしましょうといった議論もあっていいんで

すが、 みんな最低賃金が決まれば、 その辺の水準で雇っておけばいいんだといった話に

なってしまうじやないですか。 そこが賃金政策としての最低賃金制度というのは、使い

方 と し て 間 違 っ て い る と い う の を い つ も 言 っ て い る と こ ろ で す 。  ご理解いただけたでし
よ う か 。

西委員

ありがとうございます。

部会長

他に基本的見解にっきまして、

坂本委員お願いいたします。

労使双方ご質間等がありますか。

坂本委員

私が出している見解で、 データによる明確な根拠のもと納得感のある審議という中で、

支払い能力はバラバラなので平均という議論はあまりしない方がいいのでは、 と い う よ

うな基本的見解を出してます。 大企業と中小企業の支払い能力は大きく：乖離しているの

で、そのようなことを言っているのですが、今回中賃の目安を見ましたら、例によって

「個々の企業の賃金支払い能力を指すものではなく」 とあります。 分かっていますが、

だからといって平均で議論すべきではないと私は思っています。

中賃の委員で出ている日商の委員の話によれば、全国会議の中で「データというもの

は平均を取るのだと」 いう発言があり、公益委員の考え方というのは、 この支払い能力

というのは平均的なものでいくのだ、 と い う よ う な 話 を さ れ た 、  と い う こ と で す 。  とい
う こ と は 当 然 支 払 い 能 力 の 限 界 を 超 え る よ う な 、 そ う い う 企 業 が い っ ば い あ る こ と を 前

提としてこの目安が出ている、 ですので支援政策をという話がいっばい出ています。 そ

して、 この支援政策をするに当たっては、 ８ 月 か ら 発 効 す る １0 月の間ではなかなか対応

が難しいので、 日 商 と し て は １ 月 と か ４ 月 に 発 効 を と い う 案 を 出 し て い ま す 。  ただし、

この話はこの場ですべきではないと思っているので、 これは国に対する要望としてやっ

ていきますし、なぜ１月がいいかというと、１２月になって、最低賃金が上がった分だけ

労働時間を自主的にやめられる方々がいらっしゃって、 労働力ひっ迫の一因にもなって

いるという現実がありますから、 できれば制度自体が１月でもあるような制度とかにし

て も ら う と い い な と い う 気 が し て お り ま す 。

部会長

ありがとうございます。 これは、労側に対するご質間というよりは、発効日の関係で
どうするのかという従来からの問題提起と就業調整の間題ですよね。 それらに係る話で

し た が 、 今 ご 指 摘 が あ り ま し た よ う に 、 こ の 場 で す ぐ に こ う し ま し ょ う と い う 形 で 、 国

の枠組みを決められるわけではありませんので、 地域別最低賃金審議会としてもこの点

に つ い て は ど う 考 え る の か と い う こ と は 踏 ま え つ つ 、  しかし地域で決められる範囲での
賃金の話をさせていただければと思います。 あ り が と う ご ざ い ま す 。

３
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それでは時間がちょっと遅れていますので、 ほかにもご質問等があるかもしれません

が、 まず金額提示をいただきまして個別にもう少し深い話をできればと思っております。

では、個別協議不要ということですので、 早速金額提示に入っていただきたいと存じ
ます。 今年度は、 基本的見解の表明と同様に使用者側の委員から金額提示をお願いした
いと思います。

よろしくお願いいたします。

岩永委員

発表させていただきます。

先ほど話がありました中賃での内容、 公労使それぞれの言い分等はいろいろはっきり

と分かったところです。 私共も前回の基本的見解表明の中でも触れておりますが、 デー

タ、 特に４表のデータ、 この辺も重視して話をしたいと考えておりました。 それでいき

ま す と 、  ４表の賃金上昇率、 男女計、一般パートいずれも Ｃ ラ ン ク ２ ,  ｌ％という数字で

す。 これで計算しますとｌ８円という数字になります。 もう一つ、継続勤務の４表③では

Ｃ ラ ン ク ２ ．  ７％という数字です。 これを用いますと２３円ということになり、 この数字を

提 示 し よ う と 私 た ち も 話 し 合 い を し ま し た が 、 や は り 消 費 者 物 価 指 数 と い う こ と が 非 常

に強く言われておりますので、 ６月の熊本市の消費者物価指数、生鮮食品を除く消費者

物価指数ですが３． ５％でしたので、それを乗じますとちょうど３０円ということになりま

す。 発表されましたＣランクの日安には残念ながら届きませんが、 いろいろと厳しい要

素があることを鑑みて、我々としましては３． ５％をかけて３０円という数字を提示したい

と考えております。以上です。

部会長 

あ り が と う ご ざ い ま す 。

続きまして、 労側委員から金額提示をお願いします。

山本委員

少し考え方も含めてご紹介をしたいと思います。

春開におきます有期・短時間・契約等労働者の賃上げ実績額がプラス５３円ということ

でしたので、 それを適用してプラス５３円の９０６円を提示させていただきたいと思ってい

ます。

その考え方は、 基本的見解でも示しましたとおり、 私たちは連合がこれまで調査をし

て導き出していますリビングウェイジを強く意識しています。

そのリビングウェイジでは熊本県内において単身の方が生活していくには、 自家用車

を保有しない場合でも １, ０３０円が必要であると、私どもでは試算をしております。 現在
の熊本県最低賃金は８５３円ですから、 リ ビ ン グ ウ :,イジとは１７７円もの差があります。

最低賃金近傍で働く人たちのことを思えば、一刻も早くその１７７円は理めないといけな

いという考え方には変わりはありません。 しかしながら、 一 気 に リ ビ ン グ ウ ェ イ ジ の

ｌ, ０３０円に引き上げるプラス１７７円という提示は、 これも現実的ではないと考えておりま

す。当初、向こう３年間をかけて何とか到達できる額として、先ずはプラス５９円の９１２

円ぐらいでどうかと、 その流れを３年間継続させてリビングウェイジに到達させたらど

うかと考えたところですが、 中央最低賃金審議会で目安額３９円と示されましたので、 さ

ら に 検 討 を 深 め て き た と い う こ と で す 。  繰 り 返 し に な り ま す が 、  私たちは最低賃金近傍

４
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で 働 く 人 た ち の 多 く が 、 有 期 ・ 短 時 間 ・ 契 約 等 労 働 者 と 現 実 的 に 近 い と 考 え て お り ま す

ので、 今春聞の引上げ額を最低賃金額に積み上げることが現実的で、 合理性もあるので

はないかと考えたところです。 それがプラス５３円の９０６円いうことでございます。

考え方を追加で申し上げますが、 仮にこの水準であったとしても九州でいえば福岡県

との地域間格差が未だに大きいということがあります。 それから消費者物価指数１パー

セント程度を押し下げていると言われていますが、 電気ガス価格の激変緩和対策事業は

９月末までで１０月以降がまだはっきりしない、 こういうことも視野に入れなければいけ

ないと思いました。何よりも、この水準であっても、フルタイムで１年間働いても年収

１９０万円にも満たない水準であり、 私たち労側からすれば、 本当にこの水準が最低賃金

近傍で働く皆さん方の生活のことを考えてのものなのか、 と自問自答をせざるを得ない

水準でしかないと思っています。 Ｔ Ｓ ＭＣ参入によって労働力が流出しているという実

態があります。既存の熊本県内の企業の賃金水準を全体として引き上げることも、そこ

に寄与していると一部では考えていかなければ、 人手不足も加速していくのではないか

と考えたところです。 以上、 熊本県にふさわしい最低賃金ということでご提供させてい

た だ き ま し た 。 プ ラ ス ５ ３ 円 、 ９ ０ ６ 円 と い う こ と で す 。

以上です。

部会長

あ り が と う ご ざ い ま し た 。

労使それぞれご提示を確認いたしますと、 使側としては、 ６月の熊本市の消費者物価

指数３． ５％を勘案して３０円を、 日安には到達しない額ではあるが提示したいということ

でした。労側としては有期・短時問・契約等労働者の春闘における引上げ額、プラス５３

円を前提として、 リビングウェイジにふさわしい賃金としてプラス５３円、９０６円をご提

示いただきました。 というところですが、労使それぞれお互いの掲示額にっきまして、

現時点で何かご質問、 あるいは御意見等ありましたらお願いします。
岩永委員お願いします。

岩永委員

確 認 で す 。 有 期 雇 用 の と こ ろ ５ ３ 円 と い う と こ ろ を も う 一 度 教 え て い た だ け ま す か 。

山本委員

基本的見解の資料の３３ページに出されています、 全国の連合集計の下の段の５２． ７８円

という加重平均の結果が出ていましたので、 この５２． ７８円を提示したらどうか、同等程

度は引き上げて十分価値はあるのではないかという根拠になっています。

岩永委員

ありがとうございます。

部会長

ほかに、意見等ありますか。

岩永さんどうぞ。

岩永委員

５
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意見ではな,いのですが、 資料の １ つとして、 一という団体があ
ります。 そちらでも調査をされていまして、 結果を説明したいと思います。

５月１５日から６月９日に調査されて、会員の中でｌ７６社からの回答、平均の従業員数

は正規の従業員で２４名、派遣、アルバイトを合わせた数が約１５名、そういった企業へ

の ア ン ケ ー ト 調 査 と い う こ と で す 。 簡 単 に 言 い ま す と 、 業 況 、 売 上 高 と し て は 各 社 と も

非常にＤ． Ｉ , も 増 え て い る と い う こ と で し た 。  ただ、・経常利益のほうがＤ．1．としては１５． ７

だったのが７． ４ とか半分近くにまで、 利益の分は減ったというアンケートが出てます。

それから資金繰りに関しては悪化して、 Ｄ．1．が５． ０だったのがマイナス５． ８ と い う こ と

で、１０． ８ ポ イ ン ト ほ ど 悪 化 し た と い う こ と で し た 。 あ と 経 営 上 の 問 題 と し て 、  １番皆さ

んが気にされてるのが、 １つは仕入れ価格の上昇、これが約５割だったそうです。それ

から２番日に高い項目が従業員の不足が４３％ぐらい。 ３番目が人件費の増加が３２％でい

ずれにしても人に関する項目が大きな問題点になったということです。

それと：：；ｌロナ禍で非常に厳しい状況にあったところを対象に２０２１年の４月から伴走支

援型補償とか、今年の１月からコロナ融資借換保障、 こういう制度の認知度について調

査をされたそうです。 それを知つている、 使ってると答えられた企業は約４割だったそ

うです。 逆に制度を知らなかったという企業が６割もあったということです。 そ う い う

資料が出されているという報告をしておきます。

部会長

あ り が と う ご ざ い ま し た 。

他に、 基本的見解について今の時点でございますでしょうか。

それでは、基本的見解を出していただきましたが、 ま だ 隔 た り が 随 分 大 き い と い う こ

ともありますので、 公労、公使協議というのを行いたいと思います。

先ず公使協議を先にさせていただいて、 後に公労協議をさせていただきますので、 事

務局は労側委員を控え室にご案内ください。

部会長

お待たせいたしました。

本日第 １ 回目の金額提示をいただきましたが、 第２回目の金額提示は可能でしょうか。

労使委員 次回でお願いします。

部会長

分かりました。 それでは本日ご提示いただいた金額におきましては、 随 分 と 隔 た り が

ございます。 次回開催まで日が短いですが、 今日の議論を持ち帰っていただき、 ご検討

いただきまして、 次回もう少し歩み寄っていただきますようにお願いをできればと思い

ます。

それでは最後に、 本日の専門部会の議事録および資料についてですが、 金額審議にか

かりますことから非公開とするのが妥当と思いますが、 よ ろ し い で し ょ う か 。

６
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四角形



委員全員 異議なし

部会長

それでは今日の専門部会の議事録および資料に関しましては非公開といたします。

続きまして、 次回の審議日程を事務局からお願いいたします。

室長

次回、第３回の専門部会になります。 ８月３日木曜日、１３時３０分から、会場は同じく

ここ、 １０階大会議室でございます。

部会長

次回、 ２回目の金額提示です。 皆様、 歩み寄りという形でぜひお願いできればと思い

ます。 それでは本日の専門部会の審議を終了いたします。

お 忙 し い 中 、 長 時 間 あ り が と う ご ざ い ま し た 。
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令和５年度新潟地方最低賃金審議会 

第３回新潟県最低賃金専門部会議事要旨 

開催日時 出席状況 

 

令和５年８月４日 13時30分～17時30分 公益３/３ 労働者側３/３ 使用者側３/３ 

 ○主な審議事項 

  １ 最低賃金の改正について 
   ・公労、公使別に別室にて個別協議を行い、金額審議を実施した。 
   ・公益委員より労使双方に歩み寄りに向けた議論を促すも開きが大きく、合意に至らな 
   かった。 
   ・公益委員案を労使双方に提示した。 
   ・令和５年８月７日午前開催予定の第４回専門部会では公益委員見解案を提示し採決 
   まで何とか進めたい。 
  ２ 答申の有無 
   ・無 
  ３ 今後の見通し 
   ・令和５年８月７日午前の第４回専門部会において、公益委員見解により採決で 
   きれば同日午後の第３回本審での採決により、改正答申をいただく予定である。 
 
  ※公開状況：傍聴人２名 
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第３回山口地方最低賃金審議会山口県最低賃金専門部会(議事要旨） 

 

１ 日 時  令和５年８月４日（金）10時00分～18時10分 

 

２ 場 所  山口地方合同庁舎２号館 ５階共用第一会議室 

 

３ 出席者  公益代表委員   ３名 

       労働者代表委員  ３名 

       使用者代表委員  ３名 

 

４ 議 題 

（１）金額審議について 

（２）山口県最低賃金の改定決定に係る参考人意見について 

（３）その他 

 

５ 議事概要 

（１） 金額審議について、労働者側から 

・ 最低賃金法第９条２項に基づく３要素のうち、「賃金」について、令和５年

の春闘の賃金引上げ率は全体で3.79％、300人以上の企業の賃金引上げ率は

3.91％となり高水準である。また、山口県の賃金指数において、実質賃金は-

３％となっており、物価上昇率が賃金上昇率よりも高くなっていることから、

更なる賃金引上げが必要である。 

次に、「労働者の生計費」については、本年１月から国の「電気・ガス価格

激変緩和措置」が10月以降は終了する予定であり、消費者物価指数が１％を超

え、4.6％以上になるおそれがある。 

また、８月以降も食料品を中心に値上がりが予定されているため、最低賃金

近傍の労働者の生活は更に苦しくなると予想される。最後に、「通常の事業の

支払い能力」とは、個々の企業の支払い能力ということではないと認識してお

り、また、「法人企業景気予測調査結果（中国財務局山口財務事務所）」による

と、令和５年度の経常利益は前年度比35.1％の増益見込みと支払い能力は担保

されている。 

・ 県内の若者の転入超過率（2022年）が-4.4％と転出超過の状況であり、人材

流出に歯止めをかけるため、最低賃金引き上げが必要である。 

・第２回専門部会で提示した引上げ額44円の主張については、今回、中小企業・
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小規模事業者の厳しい経営環境にあることの主張を踏まえ、43円に歩み寄り

たい。 

との主張がされた。 

（２）金額審議について、使用者側から 

・ 労働者側委員が主張する「通常の事業の支払い能力」の根拠データとする

中国財務局山口事務所が作成した「法人企業景気予測調査結果」の回答企業

は、約100社であり、この約100社の内訳は大企業24社、残りが中堅・中小企

業の回答となっている。大企業の経常利益は、50.8%と大きく増益している一

方、中堅企業の経常利益は－26.6％、中小企業の経常利益は－16.5％となっ

ている。最低賃金近傍で働く労働者が多いのは、中堅・中小企業であり、「経

常利益が増益となっており、通常の事業の支払い能力」が担保されていると

することの根拠データとして適切ではない。 

・ 原材料費の価格転嫁は進んでいるものの、人件費までの転嫁ができていな

いなど十分ではなく収益を圧迫している。企業が実際に実施している賃金引

上げについても人手不足対策としての「防衛的賃上げ」である。 

・ 労使交渉の結果である春闘の賃金引上げ率2.79％が３要素を最もよく考慮

したものであると認識している。 

・ 再検討した結果、昨年10月から本年６月までの山口市消費者物価指数の上

昇の影響分として1.4％を算出している。春闘の賃金引上げ率2.79％にこれを

加算して導いた37円を再提示する。 

・   発効日については、部会長から説明があったとおり、10月１日発効が本当に

適当かという点について本質的議論を行う必要がある。10日１日発効ありきで

はなく、審議の結果で決まるものであることから、公労使で丁寧な議論を行っ

ていきたい。 

との主張がされた。 

 （３） 参考人からは、①近年の大幅な最低賃金の引上げに伴い、スーパーマーケ

ット全社のパートタイマー3,200人のうち、「年収の壁」超過を回避するために、

12月に時間短縮を余儀なくされた労働者は全体の約半数の1,650人である、②こ

のうち５時間以上労働時間を短縮した労働者が全体の４分の１の828人存在し、

年末の繁忙期に各店舗での業務運営に支障が生じている等により、最低賃金の発

効日を１月からの実施として欲しいとの要望がなされた。 
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